
第３

（単位：円）
科　　　目 当 年 度 前 年 度 増 　 減

Ⅰ資産の部

  1.流動資産

      現金預金 828,919,648 695,399,806 133,519,842 

      未収会費 0 2,300,000 △ 2,300,000 

      未収金 8,181,663 7,506,699 674,964 

      未収収益 641,609 1,227,385 △ 585,776 

      前払費用 2,746,681 2,812,692 △ 66,011 

      貯蔵品 31,369,099 30,528,282 840,817 

      流動資産合計 871,858,700 739,774,864 132,083,836 

  2.固定資産

    1)基本財産

      定期預金 1,050,760,000 56,528,290 994,231,710 

      投資有価証券 1,035,200,000 2,010,454,202 △ 975,254,202 

      基本財産合計 2,085,960,000 2,066,982,492 18,977,508 

    2)特定資産

      退職給付引当資産 541,066,400 513,632,600 27,433,800 

      減価償却引当資産 11,016,000 10,673,000 343,000 

      公益目的事業費引当資産 155,110,561 155,110,561 0 

      基本財産利息収入引当資産 50,000,000 50,000,000 0 

      基本財産基金利息収入引当資産 75,756,507 75,756,507 0 

      建物 4,138,903,020 4,322,665,787 △ 183,762,767 

      構築物 47,330,588 62,831,959 △ 15,501,371 

      什器備品 964,842,021 1,008,370,083 △ 43,528,062 

      土地 1,755,290,243 1,755,290,243 0 

      ソフトウェア 1,489,541 2,340,706 △ 851,165 

      特定資産合計 7,740,804,881 7,956,671,446 △ 215,866,565 

    3)その他固定資産

      建物 357,243 357,243 0 

      什器備品 17,979,856 13,641,379 4,338,477 

      電話加入権 1,126,400 1,126,400 0 

      ソフトウェア 9,838,158 5,254,443 4,583,715 

      敷金 1,907,000 1,859,000 48,000 

      リース資産 5,010,120 4,239,174 770,946 

      長期前払費用 203,978 13,125 190,853 

      その他固定資産合計 36,422,755 26,490,764 9,931,991 

  　  固定資産合計 9,863,187,636 10,050,144,702 △ 186,957,066 

  　  資産合計 10,735,046,336 10,789,919,566 △ 54,873,230 

Ⅱ負債の部

  1.流動負債

      リース債務（短期） 2,382,048 2,114,892 267,156 

      未払金 762,685,753 638,480,292 124,205,461 

      未払消費税等 13,927,800 14,649,700 △ 721,900 

      預り金 10,538,993 4,274,535 6,264,458 

      賞与引当金 48,552,388 48,142,366 410,022 

      流動負債合計 838,086,982 707,661,785 130,425,197 

  2.固定負債

      リース債務（長期） 2,628,072 2,216,052 412,020 

      退職給付引当金 522,865,300 499,226,500 23,638,800 

      役員退職慰労引当金 18,201,100 14,406,100 3,795,000 

      固定負債合計 543,694,472 515,848,652 27,845,820 

    　負債合計 1,381,781,454 1,223,510,437 158,271,017 

Ⅲ正味財産の部

  1.指定正味財産

      地方公共団体補助金 7,944,815,413 8,189,508,778 △ 244,693,365 

      寄付金 1,049,000,000 1,028,972,492 20,027,508 

    　指定正味財産合計 8,993,815,413 9,218,481,270 △ 224,665,857 

      （うち基本財産への充当額） (2,085,960,000) (2,066,982,492) (18,977,508)

      （うち特定資産への充当額） (6,907,855,413) (7,151,498,778) (△ 243,643,365)

  2.一般正味財産

      一般正味財産 359,449,469 347,927,859 11,521,610 

  　  （うち特定資産への充当額） (291,883,068) (291,540,068) (343,000)

  　  正味財産合計 9,353,264,882 9,566,409,129 △ 213,144,247 

    　負債及び正味財産合計 10,735,046,336 10,789,919,566 △ 54,873,230 

貸　借　対　照　表

平成３０年３月３１日  現在
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第４

（単位：円）
科　　　目 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合　　計

Ⅰ資産の部
  1.流動資産
      現金預金 655,178,413 173,741,235 828,919,648 
      未収金 7,471,176 710,487 8,181,663 
      未収収益 641,588 21 641,609 
      前払費用 8,365 2,738,316 2,746,681 
      貯蔵品 31,044,715 324,384 31,369,099 
      流動資産合計 694,344,257 177,514,443 0 871,858,700 
  2.固定資産
    1)基本財産
      定期預金 1,050,760,000 0 1,050,760,000 
      投資有価証券 1,035,200,000 0 1,035,200,000 
      基本財産合計 2,085,960,000 0 0 2,085,960,000 
    2)特定資産
      退職給付引当資産 474,565,968 66,500,432 541,066,400 
      減価償却引当資産 0 11,016,000 11,016,000 
      公益目的事業費引当資産 155,110,561 0 155,110,561 
      基本財産利息収入引当資産 50,000,000 0 50,000,000 
      基本財産基金利息収入引当資産 75,756,507 0 75,756,507 
      建物 4,138,903,020 0 4,138,903,020 
      構築物 47,330,588 0 47,330,588 
      什器備品 964,842,021 0 964,842,021 
      土地 1,755,290,243 0 1,755,290,243 
      ソフトウェア 1,489,541 0 1,489,541 
      特定資産合計 7,663,288,449 77,516,432 0 7,740,804,881 
    3)その他固定資産
      建物 0 357,243 357,243 
      什器備品 15,198,989 2,780,867 17,979,856 
      電話加入権 0 1,126,400 1,126,400 
      ソフトウェア 1,140,888 8,697,270 9,838,158 
      敷金 0 1,907,000 1,907,000 
      リース資産 0 5,010,120 5,010,120 
      長期前払費用 0 203,978 203,978 
      その他固定資産合計 16,339,877 20,082,878 0 36,422,755 
      固定資産合計 9,765,588,326 97,599,310 0 9,863,187,636 
  　  資産合計 10,459,932,583 275,113,753 0 10,735,046,336 
Ⅱ負債の部
  1.流動負債
      リース債務（短期） 0 2,382,048 2,382,048 
      未払金 715,430,505 47,255,248 762,685,753 
　　　未払消費税等 0 13,927,800 13,927,800 
      預り金 1,458,764 9,080,229 10,538,993 
      賞与引当金 30,935,872 17,616,516 48,552,388 
      流動負債合計 747,825,141 90,261,841 0 838,086,982 
  2.固定負債
      リース債務（長期） 0 2,628,072 2,628,072 
      退職給付引当金 469,211,473 53,653,827 522,865,300 
      役員退職慰労引当金 5,354,495 12,846,605 18,201,100 
      固定負債合計 474,565,968 69,128,504 0 543,694,472 
  　  負債合計 1,222,391,109 159,390,345 0 1,381,781,454 
Ⅲ正味財産の部
  1.指定正味財産
      地方公共団体補助金 7,944,815,413 0 7,944,815,413 
      寄付金 1,049,000,000 0 1,049,000,000 
      指定正味財産合計 8,993,815,413 0 0 8,993,815,413 
      （うち基本財産への充当額） (2,085,960,000) (0) (0) (2,085,960,000)
      （うち特定資産への充当額） (6,907,855,413) (0) (0) (6,907,855,413)
  2.一般正味財産
      一般正味財産 243,726,061 115,723,408 359,449,469 
      （うち特定資産への充当額） (280,867,068) (11,016,000) (0) (291,883,068)
    　正味財産合計 9,237,541,474 115,723,408 0 9,353,264,882 
    　負債及び正味財産合計 10,459,932,583 275,113,753 0 10,735,046,336 

 貸　借　対　照　表　内　訳　表

平成３０年３月３１日  現在
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第８

1.重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法

・満期保有目的の債券 …償却原価法（定額法）によっている。

・その他の債券　　　 …償却原価法（定額法）を適用した上で時価評価を行っている。

(2)　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　……………… 最終仕入原価法による時価法によっている。

(3)　固定資産の減価償却の方法

・建物、構築物、什器備品及びソフトウェア　……　定額法（直接法）による減価償却を実施している。

・リース資産　………… 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(4)　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

・現金及び現金同等物を含めている。

(5)　引当金の計上基準

・賞与引当金　………… 支給見込額のうち、当期負担額を計上している。

・役員退職慰労引当金及び退職給付引当金　……　退職給付債務として発生していると認められる額（就業規則に基づく

自己都合期末要支給額）の100%を計上している。

(6)　リース取引の処理方法

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、平成20年3月31日までのリース契約にかかるものは通常の賃

貸借契約にかかる方法に準じた会計処理によっており、平成20年4月1日以降のリース契約にかかるものは通常の売買

取引にかかる会計処理によっております。

○ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース

　　リース資産の内容

　　　その他の固定資産

　　　　事務用のパーソナルコンピュータ（什器備品）である。

(7)　消費税等の会計処理

消費税については、税込処理としている。

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

定期預金

退職給付引当資産

土地 1,755,290,243 0 0 1,755,290,243 

ソフトウェア 2,340,706 0 851,165 1,489,541 

構築物 62,831,959 0 15,501,371 47,330,588 

什器備品 1,008,370,083 89,854,920 133,382,982 964,842,021 

基本財産基金利息収入引当資産 75,756,507 0 0 75,756,507 

建物 4,322,665,787 21,081,600 204,844,367 4,138,903,020 

公益目的事業費引当資産 155,110,561 0 0 155,110,561 

基本財産利息収入引当資産 50,000,000 0 0 50,000,000 

513,632,600 48,753,800 21,320,000 541,066,400 

減価償却引当資産 10,673,000 343,000 0 11,016,000 

小　　　　　　計 2,066,982,492 1,054,810,592 1,035,833,084 2,085,960,000 

特定資産

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

(単位:円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

投資有価証券 2,010,454,202 60,578,882 1,035,833,084 1,035,200,000 

基本財産

56,528,290 994,231,710 0 1,050,760,000 

小　　　　　　計 7,956,671,446 160,033,320 375,899,885 7,740,804,881 

合　　　　　　計 10,023,653,938 1,214,843,912 1,411,732,969 9,826,764,881 
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3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

定期預金

特定資産

退職給付引当資産

4.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

5.債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

6.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

指定正味財産

合　　　　　　計 8,189,508,778 1,203,522,000 1,448,215,365 7,944,815,413

青森県排出放射性物質影響調
査設備等整備等事業補助金

青森県 8,189,508,778 1,203,522,000 1,448,215,365 7,944,815,413

補助金

合　　　　　　計 8,823,272 0 8,823,272

(単位:円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の記

載区分

未収金 8,181,663 0 8,181,663

未収収益 641,609 0 641,609

合　　　　　　計 24,237,805,713 19,052,055,166 5,185,750,547

(単位:円）

科　　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

ソフトウェア 52,383,082 41,055,383 11,327,699

リース資産 13,711,026 8,700,906 5,010,120

構築物 453,406,550 406,075,962 47,330,588

什器備品 12,762,241,386 11,779,419,509 982,821,877

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 10,956,063,669 6,816,803,406 4,139,260,263

合　　　　　　計 9,826,764,881 (8,993,815,413) (291,883,068) (541,066,400)

(単位:円）

ソフトウェア 1,489,541 (1,489,541) (0) ―

小　　　　　　計 7,740,804,881 (6,907,855,413) (291,883,068) (541,066,400)

什器備品 964,842,021 (964,842,021) (0) ―

土地 1,755,290,243 (1,755,290,243) (0) ―

建物 4,138,903,020 (4,138,903,020) (0) ―

構築物 47,330,588 (47,330,588) (0) ―

基本財産利息収入引当資産 50,000,000 (0) (50,000,000) ―

基本財産基金利息収入引当資産 75,756,507 (0) (75,756,507) ―

減価償却引当資産 11,016,000 (0) (11,016,000) ―

公益目的事業費引当資産 155,110,561 (0) (155,110,561) ―

投資有価証券 1,035,200,000 (1,035,200,000) (0) ―

小　　　　　　計 2,085,960,000 (2,085,960,000) (0) ―

―

(単位:円）

541,066,400 ― (0) (541,066,400)

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

1,050,760,000 (1,050,760,000) (0)
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7.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

経常外収益への振替額

　特定資産売却に係る振替額

8.キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている金額との関係は以下のとおりである。

9.資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

(1)　金融商品の状況に関する事項

 　①金融商品に対する取組方針

　    当法人は、公益目的事業の財源を賄うため基本財産を債券により資産運用している。なお、デリバティブ取引は

　 　②金融商品の内容及びそのリスク

　　 ③金融商品のリスクに係る管理体制

　・定款及び基本財産管理規程に基づく取引

　　基本財産の運用は定款及び基本財産管理規程に基づき行う。

　・信用リスクの管理

　　債券については、発行体の状況を定期的に把握している。

　・市場リスクの管理

　　債券の市場価格については、時価を把握し理事会に報告する。

預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 10,149,181 預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 10,149,181 

現金及び現金同等物 685,250,625 現金及び現金同等物 818,770,467

(単位:円）

前期末 当期末

現預金勘定 695,399,806 現預金勘定 828,919,648

19,474,610

合　　　計 1,456,063,688

　基本財産基金受取利息に係る振替額 4,500,175

　運営費等に係る振替額 1,092,585,480

　減価償却費の計上に係る振替額 335,105,275

経常収益への振替額

　基本財産受取利息に係る振替額 4,398,148

(単位:円）

内　　　　容 金　　額

    行わない方針である。

  　 投資有価証券は利付国庫債であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされている。
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